
湧別町湧別地区に係る評価について（案）

Ⅰ 点検・評価について

１ 点検・評価の対象地区

北海道中山間ふるさと・水と土保全対策事業の地域活動支援事業の実施活動地区

のうち、平成２９年度に事業を完了した湧別町湧別地区。

２ 点検・評価の方法

毎年度事業実施地区を訪問し、事業の進捗状況の確認や関係者へのアドバイスを

行っている北海道中山間ふるさと・水と土保全対策委員会委員からの意見や、活動

団体、関係町村及び（総合）振興局を対象としたアンケート調査結果を基に道が評

価。

３ 北海道中山間ふるさと・水と土保全対策委員会委員

所 属 職 名 氏 名 備 考

ＮＰＯ法人北海道食の自給ネットワーク 事務局長 大熊 久美子

フードライター 小西 由稀

北海道大学大学院農学研究院 准教授 小林 国之

北海道土地改良事業団体連合会 常務理事 本間 勤

北海道大学大学院農学研究院 講師 山本 忠男 座長

（氏名五十音順）

Ⅱ 湧別町湧別地区に係る評価について

１ 湧別地区の活動内容について

（１） 地域及び活動団体の概要

〔 地域の位置、気候、産業など 〕

（２）活動の推移

活動事項 年度 活 動 状 況



【活動状況写真】

（３）活動への委員会の助言と反映状況

① 委員会における主な助言内容

② 委員会の助言の反映及び

（４）目標の達成度

活動計画に明記した目標（数値・定性）の達成状況を以下に示す。

目標（数値・定性） 目標の達成状況

２ 湧別地区の活動の評価について

当該地区の活動を、 活動の状況、 活動への支援体制、 ふる水事業の目的（趣① ② ③

旨）達成の可能性、という三つの視点に基づき評価する。

活動の状況①

活動への支援体制②

ふる水事業の目的（趣旨）達成の可能性③

評価とりまとめに当たってのスケジュール

・１２月１４日 第２回委員会 フォーマット決定

・ １月 中旬 「点検・評価書 （案 ・資料のメール送付」 ）

・ ２月 中旬 農村設計課への意見の送付

・ ３月 上旬 「点検・評価書 （修正案）のメール送付」

・ ３月 中旬 第３回委員会で決定













● 成果指標について

平成２８年度政策評価

政策評価 基本評価 施策評価（１０６）

事務事業評価（２，６８５）

特定課題評価

公共事業評価

・事務事業評価の二次政策評価

事務事業名 二次政策評価意見

中山間ふるさと・水と土 事業を効果的に実施する観点から、成果指標の設定な

保全対策事業推進費 どについて検討すること。

・成果指標（案）

〔１５７市町村〕「中山間地域市町村への指導員の設置」

（参考）中山間地域市町村への指導員設置状況〔４５市町村 （Ｈ29.12月現在）〕







計画期間：平成２７年度～平成３１年度

計　画　内　容

　　　　　　　１．事業実施の基本方針

　　　　　　　２．事業実施の成果目標

　　　　　　　３．事業計画

北海道

事 業 実 施 計 画

中山間ふるさと・水と土保全対策事業



１．事業実施の基本方針

現状と課題

事業実施の
基本方針

計画後の
目指す姿

２．事業実施の成果目標

事業区分 主な成果目標 数値目標

調査研究事業
道内における地域
住民活動の活発化

地域活動支援地区１０地区実施

研修事業
北海道ふるさと・
水と土指導員の育
成

指導員会及び研修会の開催（３回／
年）、全国研修会への派遣（５名／
年）

推進事業 事業の普及・促進
委員会の開催（２回／年）
事業内容や取組を紹介したＨＰの更新

　本道の農村は、農家戸数の減少や高齢化の進行などが続いており、コミュニティ機能が脆弱化し、地域の活力の低下が顕在化している。
　特に、中山間地域においては、農地の立地条件が悪く、生活環境等の定住条件に恵まれないため、過疎化・高齢化が進み、担い手への集積が
進まず遊休農地が増加するなど、農業生産活動の停滞はもとより、農村地域の存立や農業・農村の多面的機能の発揮に支障を来している状況に
ある。
　このため、生態系の保全整備や都市との交流、地域の特色ある料理開発など、農地や自然環境、景観など地域の多様な資源を活かした様々な
活動を促進してきたが、地域の自立した持続的な取組には至っていない状況にある。

　農地や土地改良施設、自然環境、景観、伝統文化などの多様な資源を発掘し、これら資源を地域住民が主体性を持って活かした多様な活動を
促進する。
　具体的な方法としては、地域の現状把握や住民意識の醸成、明確な目標を設定した３年程度の活動計画の策定、計画に基づいた実践活動、活
動の評価・検証などの一連の取組を地域住民が積極的に参画して実施することにより、住民の自立意識を醸成し、継続性を持たせた効果的な住
民活動が実施されるよう促すものである。
　また、地域の取組体制など条件が整った地区においては、関係機関が連携し、各種事業や施策を有効活用して、環境や産業、食、交流、文化
など各種分野に関する様々な活動を地域マネジメントの視点を持って戦略的・総合的に進め、相乗効果の上がるような取組を行う。
　以上のような取組を効果的に実施するためには、ふるさと・水と土指導員等地域住民活動を側面支援する人材が必要になることから、地域に
愛着を持って、地域づくりに貢献しようとする意欲ある人材の育成にも努める。
　これらの取組の成果については、全道各地で住民活動の活発化を図る観点から、ＨＰや情報誌の発行などを通して、全道に普及する。

他の地区のモデルとなるような多様な地域資源を活かした住民活動を支援する地域活
動支援地区を１０地区程度実施する。

地域住民活動の活発化に向けた指導・助言等を行う人材を育成するため、北海道ふる
さと・水と土指導員等を対象にした全道研修会の開催や全国研修会への派遣を実施
し、指導員等の資質の向上を図る。

　全道各地で地域の多様な資源を活かした自立意識を持った住民の活動が持続化することにより、農業・農村の多面的機能が良好に発揮され、
中山間地域の活性化を図る。

事業の効果的な実施が図られ、また、事業の成果及び農業・農村の多面的機能の役割
などが広く道民に理解され、道内各地において住民活動が活発化するよう、委員会で
助言を得るとともにＨＰ等を活用して取組の成果等を普及する。

内容



３．事業計画

～H26 うちH26 H27 H28 H29 H30 H31

調査研究事業 地域活動支援
地域の現状把握や活動計画、実践活動へ
の支援

道内における地
域住民活動の活
発化

３０地区 ２地区 １０地区 ２地区 ２地区 ２地区 ２地区 ２地区

指導員会及び研修会
の開催

指導員等における情報交換や地域づくり
の手法等を学ぶ指導員会及び研修会の開
催

指導員等におけ
る地域づくりに
関する知見の習
得

３４回 ３回 １５回 ３回 ３回 ３回 ３回 ３回

全国研修会への派遣
国が開催する研修会に北海道ふるさと・
水と土指導員等を派遣

指導員等におけ
る地域づくりに
関する知見の習
得

９３名 ４名 ２５名 ５名 ５名 ５名 ５名 ５名

「里づくり｝の発行
地域づくりの先進事例や指導員の活動状
況などを掲載した情報誌の発行

指導員等におけ
る地域づくりに
関する知見の習
得

10回
10,400部

2回
2,000部

10回
10,000部

２回
各1,000部

２回
各1,000部

２回
各1,000部

２回
各1,000部

２回
各1,000部

委員会の開催
学識経験者等から事業の効果的な実施の
ための指導・助言等を得る委員会の開催

指導・助言等の
事業への反映

４６回 ３回 １０回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回

ホームページでの情
報発信

事業の内容や取組状況を広範囲に発信
事業に対する道
民等への理解の
促進

Ｈ12年8
月開設

更新
継続的に
実施

更新 更新 更新 更新 更新

参考事業費 12,360 13,513

計画期間
における
必要事業
量

参考年度別事業量現況値

推進事業

事業区分 事業名

研修事業

事業内容
目標年度にお
いて達成すべ
き状況



別表  事業実施対象市町村一覧  
総合振興

局等名 

市町村名 
石狩 

1市 1村 

石狩市、新篠津村  
渡島 

2市 9町 

函館市、北斗市、松前町、福島町、知内町、木古内町、七飯町、鹿部町、森町、

八雲町、長万部町 
檜山 
7町 

江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻町、今金町、せたな町 
後志 

1市 12町 

6村 

小樽市、島牧村、寿都町、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、喜

茂別町、京極町、共和町、岩内町、泊村、神恵内村、積丹町、古平町、仁木町、

余市町、赤井川村 
空知 

9市 14町 

夕張市、美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、砂川市、歌志内市、深川市、岩見沢

市、南幌町、奈井江町、上砂川町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町、浦臼町、

新十津川町、妹背牛町、秩父別町、雨竜町、北竜町、沼田町 
上川 

4市 14町 

2村 

旭川市 、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、当麻町、比布町、愛別町、上川

町、美瑛町、中富良野町、南富良野町、占冠村、和寒町、剣淵町、下川町、美深

町、音威子府村、中川町、幌加内町 
留萌 

１市 6町 1村 

留萌市、増毛町、小平町、苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町、天塩町  
宗谷 

1市 8町 

1村 

稚内市、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、礼文町、利尻町、利尻

富士町、幌延町  
ｵﾎｰﾂｸ 

2市 13町 

1村 

北見市 、紋別市、美幌町、大空町、津別町、清里町、小清水町、訓子府町、置

戸町、佐呂間町、遠軽町、湧別町、滝上町、興部町、西興部村、雄武町 
胆振 

2市 7町 

登別市、伊達市 、豊浦町、洞爺湖町、壮瞥町、白老町、安平町、厚真町、むか

わ町  
日高 
７町 

日高町、平取町、新冠町、新ひだか町、浦河町、様似町、えりも町 
十勝 

14町１村 

士幌町、上士幌町、鹿追町、新得町、清水町、更別村、幕別町 、大樹町、広尾

町、池田町、豊頃町、本別町、足寄町、陸別町、浦幌町 
釧路 

1市 6町 1村 

釧路市、釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、弟子屈町、鶴居村、白糠町  
根室 

1市 3町 

根室市、別海町、標津町、羅臼町  
合計 ２５市、１２０町、１４村  計１５９市町村  （※下線は、一部指定されている市町村） 



ふるさと・水と土保全対策指導員所在市町村　（H29.11月現在）

指導員設置
指導員未設置中山間地域

上湧別

猿払

浜頓別

枝幸

雄武

興部

紋別市

豊富

幌延

天塩

遠別

中川

中頓別

美深

羽幌

苫前

小平

増毛

幌加内
名寄市

下川

滝上士別市

沼田

旭川市

新十津川

美唄

三笠市

岩見沢市

愛別

当麻
上川

湧別

網走市

置戸

美幌

大空
斜里

羅臼

標津
清里

中標津

別海

根室市

浜中

厚岸

標茶

弟子屈

津別

陸別

鶴居

釧路

白糠

浦幌

足寄

上士幌

本別士幌

池田

豊頃

美瑛

新得

鹿追

音更

幕別

占冠

日高

日高

清水

芽室

帯広市

大樹

広尾

えりも

様似

浦河

新ひだか

新冠

平取

むかわ
厚真

夕張市

長沼

恵庭市
千歳市

苫小牧市

積丹

神恵内

赤井川

倶知安

洞爺湖豊浦

寿都

黒松内
島牧

今金

せたな

八雲

乙部

奥尻

森

七飯

北斗市

木古内

厚沢部

江差

上ノ国

知内

福島松前

礼文

利尻
利尻富士

剣淵

和寒

北竜

雨竜

浦臼

深川市

芦別市

妹背牛

函館市

南幌

稚内市

音威子府

初山別

西興部

留萌市
鷹栖 比布

東川東神楽

遠軽

佐呂間

訓子府

北見市

釧路市

釧路市

更別
中札内

安平

砂川市
歌志内市

赤平市

秩父別

上砂川

余市

上富良野

中富良野

鹿部

石狩市 当別

富良野市

江別市

白老

登別市

室蘭市

札幌市

小樽市
古平

泊
仁木

共和

岩内

蘭越
ニセコ真狩

留寿都

壮瞥

伊達市

伊達市

新篠津

月形

栗山

南富良野

喜茂別

京極

長万部

北広
由仁

小清水

滝川市

奈井江



● 基金の見直しの方向性について

・特定課題評価の2次評価

方向性 評価 評価意見及び附帯意見等

見直し検討 低金利の状況のもと、基金設置時に想定していた運用益が得ら

れておらず、事業内容が限定されている状況を踏まえ、条例制

定時の経緯や基金のあり方見直しによる具体的な影響などを見

極めた上で、金利情勢に左右されない、長期・安定的な事業実

施について検討すること。

・ 行財政運営方針」後半期（H30～H32）の方向性について「

５ 財政課題の改善に向けた長期的な取組

□「特定目的基金の運用等の見直し」については、特定目的基金の繰替運用の解

消を図りつつ、基金を活用した事業について金利情勢に左右されない長期・

安定的な実施を図るため、基金の方式によらず、毎年度の予算措置により必

要な事業費を確保する方向で検討する。



- 1 -

「行財政運営方針」後半期（H30～32）の方向性について（抜粋）

第１ 財政健全化に向けた取組 

１ 基本的な考え方 

２ H30～32における収支対策 

区 分 内  容 

財 政 的 

調 整 

行政改革推進債 ○ 行革効果の範囲内で発行

退 職 手 当 債 ○ 発行可能額の範囲内で発行

歳 出 

削 減 等 

人 件 費 ○ 給与の縮減（H30～32）

・一般職（管理職員） ・特別職

区 分 給  料 管理職手当 区 分 給  料 

課長相当職以上 ▲ ４％ ▲ ８％ 知 事 ▲２５％

主 幹 相 当 職 ▲１．５％ 副 知 事 ▲２０％

※区分別縮減率については、各年度毎に決定 教 育 長 ▲１５％

そ の 他 ▲１０％

投 資 的 経 費 ○ 内 訳

区    分 内   容（一般財源ベース） 

公 共 

事 業 費 

補 助 事 業 費 前年度対比 

㉚▲３％、㉛▲２％、㉜▲１％ 

国直轄事業負担金 ㉙規模継続 

投 資 的 

事 業 費 

特別対策事業費 

㉙規模継続 公共関連単独事業費 

施設等建設工事費 

※ 投資的事業費：老朽化した施設・設備の適切な維持管理や計画的な更新・

長寿命化のほか、耐震改修など緊急性の高いものや建設 

資材・労務単価の動向にも配慮 

そ の 他 歳 出 ○ これまでの取組実績を踏まえた事業の厳しい取捨選択や施策間連携

・横断的事業の推進などによる歳出の削減・効率化

歳 入 確 保 ○ 道税・交付税の確保努力、使用料・手数料の見直し、遊休資産等の

活用（売却や貸付など）

 道では、平成 28年３月に｢行財政運営方針｣を策定し、平成 32年度までを計画期間として、

行財政改革の取組を進めており、平成 30年度以降は、国の制度改正などの状況を踏まえ、 

必要な対策の検討を行うこととしている。 

 今回、改めて収支見通しの精査を行った結果、平成 30年度以降は、縮小していく傾向には

あるものの、依然として収支不足額が生じる見通しにある。 

 こうした状況を踏まえ、引き続き、行財政改革の取組を着実に進めるため、平成 32年度ま

での後半期３年間における収支対策を、以下の方向で検討する。 
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３ 収支対策を踏まえた今後の収支見通し 

 
（一般財源ベース） 計画期間→      （単位 億円） 

区  分 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 

歳 

 

 

出 

人 件 費 4,850 4,850 4,770 4,680 4,600 4,600 4,560 4,470 4,410 4,420 

投 資 的 経 費 550 540 530 520 520 520 520 520 520 520 

道 債 償 還 費 3,900 3,880 3,800 3,760 3,790 3,790 3,840 3,890 3,890 3,840 

義 務 的 経 費 6,190 6,240 6,650 7,000 7,090 7,190 7,260 7,360 7,460 7,550 

 保健福祉関係 3,290 3,380 3,470 3,560 3,650 3,740 3,830 3,920 4,010 4,100 

そ の 他 2,900 2,860 3,180 3,440 3,440 3,450 3,430 3,440 3,450 3,450 

そ の 他 歳 出 1,500 1,500 1,500 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 

計   Ａ 16,990 17,010 17,250 17,430 17,470 17,570 17,650 17,710 17,750 17,800 

歳 

入 

道税 ･ 交 付税等 14,130 14,150 14,290 14,380 14,450 14,520 14,590 14,660 14,740 14,820 

そ の 他 歳 入 2,460 2,460 2,730 2,980 2,970 2,970 2,970 2,960 2,960 2,960 

計   Ｂ 16,590 16,610 17,020 17,360 17,420 17,490 17,560 17,620 17,700 17,780 

収 支 不 足 額 

(Ｂ－Ａ)Ｃ 
▲ 400 ▲ 400 ▲ 230 ▲ 70 ▲ 50 ▲ 80 ▲ 90 ▲ 90 ▲ 50 ▲ 20 

            

収

支

対

策 

Ｄ 

財政的 

調 整 

行政改革推進債 230 220 170   

退職手当債 40 40 0         

歳 出

削 減

等 

人 件 費 10 10 10         

投資的経費 10 10 10         

その他歳出 20 30 30         

歳入確保等 20 20 10         
 

 

            

要調整額  Ｃ＋Ｄ ▲ 70 ▲ 70 0         
 

※ H30-32の歳出削減（投資的経費及びその他歳出）の効果は、計画期間は収支対策に反映し、H33以降は歳出に反映。 
 

 

 

 

（H30以降の試算の前提条件） 

区  分 主 な 内 容 

 

 

 

歳 

 

 

 

  

 

出 

人  件  費 ○ 職員数変動、定期昇給、退職手当等を反映し推計 

投 資 的 経 費 ○ 国直轄負担金(新幹線分､国営土地改良事業等過年度償還分)は増減見込を反映 

  （新幹線分には、一定条件設定のもと新函館北斗－札幌間の負担額を推計） 

○ 他の要素は前年度と同額程度として推計 

道 債 償 還 費 ○ 利率は 1.1％（10年債）で推計 

○ 臨時財政対策債は、H30以降も、年 1,150億円程度（H29見込）の発行が続く

ものとして推計 

義 務 的 経 費 ○ 保健福祉関係は、高齢化の進展による医療費等の増により、年 90億円程度の 

増と推計 

○ 消費税増税に伴う地方消費税清算金支出等の増を反映し推計 

○ その他は、共済住宅資金年賦金の減、知事･道議会議員選挙費(4年毎)を反映し 

推計 

そ の 他 歳 出 ○ H29事業の増減見込を反映 

歳 

入 

道税･交付税等 ○ 国の名目経済成長率を参考に道税収入を推計 

そ の 他 歳 入 ○ 消費税増税に伴う地方消費税清算金収入の増を反映し推計 

    

 

 

 

 

※ Ｈ30以降は、社会保障の充実に係る経費を H29と同額と見込み、消費税率 10%引上げ（H31.10月）に伴う影響を８％

影響額から機械的に算出した道税・交付税等の額を反映し、収支不足額には影響がないものとして推計。 
 

※ 国の名目経済成長率については、「平成 29年度予算の後年度歳出･歳入への影響試算（H29.1月財務省）」における 

名目経済成長率などを参考。 
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25.0 早期健全化基準
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４ 財政健全化に向けた目標 
 

   
 

 

 

 

５ 財政課題の改善に向けた中長期的な取組 
   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】実質公債費比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年  度：算定年度（前 3カ年の決算を基に算定）。 

※発 行 額：H29は年間見込額、H30以降は「収支対策を踏まえた今後の収支見通し」に基づく。 

※発行金利：1.1％(10年債)。 

※H18は現行の地方公共団体財政健全化法施行前の起債協議等手続きに用いた算定。 

※財政健全化目標(実質公債費比率の改善)：計画期間中、H27水準を上回らないよう実質公債費比率の改善に取り組み、 

中長期的には地方債の許可団体基準である「18％」未満を目指す。 

 道財政の着実な健全化を進め、財務体質の改善を図るため、目標である｢収支均衡の財政運
営｣と｢実質公債費比率の改善」の達成に向け、最大限の取組を継続する。 

 中長期的な財政課題である「財政調整基金の確保」や「特定目的基金の運用等の見直し」に
ついても、その解決に向け、取組を継続する。 

 

 ｢特定目的基金の運用等の見直し」については、特定目的基金の繰替運用の解消を図りつつ、
基金を活用した事業について金利情勢に左右されない長期・安定的な実施を図るため、基金

方式によらず、毎年度の予算措置により必要な事業費を確保する方向で検討する。 
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